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文部科学省が平成19年度から開始した「職業自立を推進するための実践研究事業」を実施してい

る特別支援学校高等部の生徒で、卒業後の就職先が内定していない就職希望者を対象に、より早
い段階で職業訓練を実施する。

56.1%
＜就職＞

＜福祉等＞

４月 ７月 ８月 ９月 ４月

＜就学＞ ＜職場実習＞ ＜就職活動＞

・企業のニーズに応じ
た授業

・進路指導

・ハローワークと連携した職場
実習先開拓

・職場実習のフォローアップ

・職業自立連携協議会の開催
・企業等への理解啓発
・進路指導

＜特別支援学校高等部における取組＞＜特別支援学校高等部における取組＞

22.7%

効果的な職業訓練を
実施するため、より早期
（７月）から支援を開始

＜早期委託訓練モデル＜早期委託訓練モデル
事業における取組＞事業における取組＞

○学卒障害者能力開発アドバイザーによる
・モデル事業実施校の個々の在校生の希望
と職業能力の把握

・職場実習実施状況及び内定に至らなかっ
た者の問題点の把握

・職業訓練の受講により就職が見込める者の選定
・在校生の個々の態様に応じたカリキュラム作成
・必要に応じて職業訓練実施企業の開拓
・効果的な職業訓練のコーディネイト

■訓練期間：３ヶ月以内
■委託費：６万円/月/人
■委託先：企業、民間教育
訓練機関 等
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授産施設等の利用者の就職
率は１．０％と非常に少ないた
め、就職を希望する障害者が
安易に福祉施設等への入所を
選択しないよう、職業訓練機
会を拡充することが必要

特別支援学校との連携による
職業訓練受講者の選定

★ 特別支援学校と連携した早期委託訓練モデル事業の概要


